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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第20期

第１四半期
連結累計期間

第21期
第１四半期
連結累計期間

第20期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年６月30日

自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 8,538 8,603 42,761

経常利益 (百万円) 489 413 3,151

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 322 261 1,992

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 321 288 1,857

純資産額 (百万円) 12,889 14,532 14,236

総資産額 (百万円) 40,959 40,189 39,468

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 42.27 34.26 261.22

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 31.47 36.16 36.07
 

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ 第18期より業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株主資本に自己株式として

計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大により、経済活動が

制限される等、景気の停滞感が鮮明となりました。緊急事態宣言解除後は経済活動が再開されつつありますが、本格

的な景気回復には至っておりません。

当社グループの主な事業領域である建設・建材業界では、工事の中断、新規着工の遅れによる工期のずれ込み等か

ら需要は低調に推移いたしました。

工業製品・エンジニアリング事業領域では、民間設備投資の減少により国内外で市況の鈍化が続きました。

このような環境の下、当社グループは「2020中期経営計画（2018年度～2020年度）」に基づき、労働生産性の向

上、積極的な開発・投資、事業領域の拡大に取り組んでまいりました。また、新型コロナウイルス感染症の対応策と

して、お取引先や関係者および当社グループ従業員の安全と健康を最優先として対面による営業活動の自粛、テレ

ワーク、時差出勤等を実施すると共に、生産効率の向上やコスト削減施策により企業価値の向上を推進いたしまし

た。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響を補うには至らず、当第１四半期連結累計期間の売上高は完成

工事高4,367百万円を含み8,603百万円(前年同期比0.8％増収)、営業利益404百万円(前年同期比19.7％減益)、経常利

益413百万円(前年同期比15.6％減益)、親会社株主に帰属する四半期純利益261百万円(前年同期比18.9％減益)となり

ました。

　

セグメント別の経営成績は以下のとおりであります。

　

建設・建材事業

材料販売につきましては、主力商品である内装不燃化粧板は、店舗、教育施設等の工事停滞の影響により出荷が減

少いたしました。耐火二層管は、大都市圏を中心に官公庁や民間向け物件の出荷が減少いたしました。

材料販売全体の売上高は2,523百万円（前年同期比17.9％減収）となりました。

工事につきましては、工期の遅れや、作業休止となった工事現場があり、建材工事の完成工事高は減少いたしまし

たが、首都圏の再開発事業や物流施設向けの耐火被覆工事は前年同期を上回りました。工事全体の完成工事高は1,215

百万円（前年同期比0.4％増収）となりました。

以上の結果、材料販売及び工事を合わせた建設・建材事業全体の売上高は3,739百万円（前年同期比12.7％減収）と

なりました。
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工業製品・エンジニアリング事業

材料販売につきましては、船舶、鉄鋼、自動車関連において、国内外で主要な取引先メーカーの稼働停止や生産調

整から大きな影響を受け出荷が減少いたしました。プラント関連では、計画されていた火力発電所のメンテナンス工

事の中止や工期の遅れ等により出荷が減少いたしました。

材料販売全体の売上高は、1,701百万円（前年同期比25.7％減収）となりました。

工事につきましては、プラント向けメンテナンス工事、大型物流施設断熱パネル工事の完工が寄与し、完成工事高

は3,152百万円（前年同期比61.5％増収）となりました。

以上の結果、材料販売及び工事を合わせた工業製品・エンジニアリング事業全体の売上高は4,853百万円（前年同期

比14.4％増収）となりました。

　

その他

不動産賃貸収入につきましては、売上高は11百万円（前年同期比2.3％増収）となりました。

 
　(当社グループの四半期業績の特性について)

当社グループは不燃建材の製造、販売と共に建設・建材関連工事及び工業製品・エンジニアリング関連工事の設

計、施工を主な事業としており、それら工事部門の売上高は全売上高のおおよそ４割を占めております。

わが国では、事業年度を４月から翌３月までと定めている企業が多いため、工事の検収が年度の節目である第２四

半期及び第４四半期に集中する傾向があり、なかでも工事期間の長い工業製品・エンジニアリング関連工事において

は第４四半期への集中が顕著であります。このため、当社グループの業績には季節的変動があります。

　

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ720百万円増加し40,189百万円となり

ました。この主な要因は、電子記録債権、完成工事未収入金が減少した一方で現金及び預金、未成工事支出金が

増加したこと等によるものです。

　

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ424百万円増加し25,656百万円となりま

した。この主な要因は、支払手形及び買掛金、未払法人税等、賞与引当金が減少した一方で短期借入金が増加し

たこと等によるものです。

　

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ296百万円増加し14,532百万円となり

ました。この主な要因は、利益剰余金が増加したこと等によるものです。

 
(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定につきましては、新型コ

ロナウイルス感染症拡大の影響も含めて重要な変更はありません。

 
(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、107百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,778,000 7,778,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,778,000 7,778,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年４月１日～
2020年６月30日

― 7,778,000 ― 3,889 ― ―
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 18,400
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

77,347 ―
7,734,700

単元未満株式 普通株式 24,900
 

― ―

発行済株式総数 7,778,000 ― ―

総株主の議決権 ― 77,347 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が700株(議

決権７個）、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の導入に伴い資産管理サービス託銀

行株式会社(信託E口）が所有する当社株式が131,700株（議決権1,317個）含まれております。なお、

当該議決権の数1,317個は、議決権不行使となっております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式69株が含まれております。

３ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(2020年３月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

 
② 【自己株式等】

2020年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)  
18,400 ― 18,400 0.24株式会社エーアンドエー

マテリアル
横浜市鶴見区鶴見中央
二丁目５番５号

計 ― 18,400 ― 18,400 0.24
 

(注)　業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社

(信託E口)が所有する当社株式131,700株は、上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2020年４月１日から2020年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,805 3,634

  受取手形及び売掛金 5,569 5,198

  電子記録債権 2,955 2,457

  完成工事未収入金 2,868 1,373

  商品及び製品 2,638 2,973

  仕掛品 154 147

  原材料及び貯蔵品 351 351

  未成工事支出金 4,565 5,338

  その他 666 617

  貸倒引当金 △13 △9

  流動資産合計 21,563 22,083

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,549 1,567

   機械装置及び運搬具（純額） 1,624 1,711

   土地 13,111 13,110

   その他（純額） 515 599

   有形固定資産合計 16,802 16,989

  無形固定資産 34 38

  投資その他の資産 ※１  1,068 ※１  1,077

  固定資産合計 17,905 18,106

 資産合計 39,468 40,189

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,435 4,675

  短期借入金 4,302 6,376

  未払法人税等 798 172

  未成工事受入金 3,174 3,759

  賞与引当金 596 298

  引当金 57 57

  その他 2,962 2,622

  流動負債合計 17,328 17,962

 固定負債   

  長期借入金 621 420

  退職給付に係る負債 3,882 3,857

  訴訟損失引当金 311 311

  役員株式給付引当金 99 103

  再評価に係る繰延税金負債 207 207

  その他 2,780 2,792

  固定負債合計 7,903 7,694

 負債合計 25,231 25,656
 

 

EDINET提出書類

株式会社エーアンドエーマテリアル(E01163)

四半期報告書

 8/20



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,889 3,889

  利益剰余金 10,546 10,815

  自己株式 △186 △186

  株主資本合計 14,249 14,518

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 72 98

  土地再評価差額金 471 471

  為替換算調整勘定 △7 △26

  退職給付に係る調整累計額 △549 △528

  その他の包括利益累計額合計 △12 14

 非支配株主持分 0 0

 純資産合計 14,236 14,532

負債純資産合計 39,468 40,189
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

売上高 8,538 8,603

売上原価 6,208 6,490

売上総利益 2,329 2,113

販売費及び一般管理費 1,826 1,709

営業利益 503 404

営業外収益   

 受取利息 7 1

 受取配当金 15 11

 その他 9 17

 営業外収益合計 32 29

営業外費用   

 支払利息 36 19

 その他 9 1

 営業外費用合計 45 20

経常利益 489 413

特別損失   

 石綿健康障害補償金 ※２  20 ※２  14

 特別損失合計 20 14

税金等調整前四半期純利益 469 399

法人税等 147 138

四半期純利益 322 261

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 322 261
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

四半期純利益 322 261

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △20 25

 為替換算調整勘定 5 △19

 退職給付に係る調整額 14 21

 その他の包括利益合計 △0 27

四半期包括利益 321 288

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 321 288

 非支配株主に係る四半期包括利益 0 △0
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(連結の範囲の重要な変更)

当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において非連結子会社でありましたアスク沖縄株式会社は重

要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　税金費用については、一部の連結子会社を除き、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会社につ

いては、法定実効税率を使用して計算した金額を計上しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 
(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)

　緊急事態宣言の解除により経済活動は徐々に回復してきているものの、新型コロナウイルスの収束時期につい

ては未だ不透明な状況であり、当社グループの事業活動への影響は、当連結会計年度中は継続するものと想定し

ておりますが、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損等、会計上の見積りに重要な影響はないものとして

会計処理を行っております。

 
(役員向け株式給付信託について)

当社は、当社の取締役及び執行役員並びに当社子会社の取締役（当社及び当社子会社のいずれにおいても社外

取締役を除きます。以下、「対象役員」といいます。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確

にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に資することを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付

信託（BBT）」を導入しております。

イ．取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。）を通じて取得され、対象役員に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式

及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付され

る業績連動型株式報酬制度です。なお、対象役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退

任時となります。

ロ．会計処理

株式給付信託（BBT）については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

ハ．信託が保有する自己株式

本信託が保有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部に自己株式として表示しております。当該自己株

式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度166百万円、131,700株、当第１四半期連結会計期間166百万円、

131,700株であります。

 
(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用)

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対

応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。
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(訴訟)

当社は、当第１四半期連結会計期間末現在において、建設作業などに従事してアスベスト関連疾患に罹患した

とする者を原告、国及び当社を含めた企業を被告とし、国に対しては国家賠償法に基づく国家賠償責任に基づ

き、企業に対しては民法の定める不法行為責任又は製造物責任法に定める製造物責任に基づき、損害賠償を求め

る訴訟の提起を受けております。

 
１）横浜第１陣集団訴訟

2017年10月27日東京高等裁判所から、国及び当社を含めた企業４社に対する損害賠償金及びこれに対する遅

延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告受

理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金160百万円を計上しておりま

す。

 
２）東京第１陣集団訴訟

2018年３月14日東京高等裁判所から、１審判決と同様に企業に対する損害賠償は認めない判決の言渡しがあ

りました。

 
３）京都第１陣集団訴訟

2018年８月31日大阪高等裁判所から、国及び当社を含めた企業10社に対する損害賠償金及びこれに対する遅

延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告受

理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金41百万円を計上しておりま

す。

 
４）大阪第１陣集団訴訟

2018年９月20日大阪高等裁判所から、国及び当社を含めた企業８社に対する損害賠償金及びこれに対する遅

延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告受

理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金44百万円を計上しておりま

す。

 
５）福岡第１陣集団訴訟

2019年11月11日福岡高等裁判所から、国及び当社を含めた企業４社に対する損害賠償金及びこれに対する遅

延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告受

理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金65百万円を計上しておりま

す。

 
上記に記載のとおり個々の高等裁判所の判決に基づき、訴訟損失引当金を計上しておりますので、最高裁判所

の判決が確定した場合においても、損益に与える影響は一定の範囲に留まるものと考えております。

それ以外の訴訟については、各地方裁判所及び各高等裁判所にて係属中であります。当社としましては引き続

き適切な訴訟対応を図ってまいります。

 

EDINET提出書類

株式会社エーアンドエーマテリアル(E01163)

四半期報告書

13/20



 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年６月30日)

投資その他の資産 △62百万円 △64百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

１   売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日　至 2019年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 

2020年４月１日　至 2020年６月30日）

当社グループの売上高は、建設・建材事業及び工業製品・エンジニアリング事業の工事において、工事の完成

が年度の節目である第２四半期及び第４四半期に集中する傾向があり、なかでも工業製品・エンジニアリング事

業においては、第４四半期に集中するため、季節的変動があります。

 
※２ 石綿健康障害補償金

前第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）

石綿による健康障害により死亡、あるいは治療中の方で労災認定され、当社事業との因果関係が特定された方に

対する補償金であります。

 
当第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日）

石綿による健康障害により死亡、あるいは治療中の方で労災認定され、当社事業との因果関係が特定された方に

対する補償金であります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

減価償却費 144百万円 154百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

 
１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日
定時株主総会

普通株式 155 20 2019年３月31日 2019年６月28日 利益剰余金
 

（注）2019年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式136,200

株に対する配当金２百万円が含まれております。

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

 
１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 232 30 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

（注）2020年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式131,700

株に対する配当金３百万円が含まれております。

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 
Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年６月30日)

 
１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

建設・建材事業

工業製品・

エンジニアリング

事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 4,284 4,242 8,527 11 8,538 － 8,538

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

18 82 101 － 101 △101 －

計 4,302 4,325 8,628 11 8,639 △101 8,538

セグメント利益 625 245 871 7 878 △375 503
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸不動産事業を含んでおりま

す。
２ セグメント利益の調整額△375百万円には、セグメント間取引消去34百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△409百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理
費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

 
１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

建設・建材事業

工業製品・

エンジニアリング

事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 3,739 4,853 8,592 11 8,603 － 8,603

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

16 3 20 － 20 △20 －

計 3,755 4,856 8,612 11 8,624 △20 8,603

セグメント利益 513 230 744 5 749 △345 404
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸不動産事業を含んでおりま

す。
２ セグメント利益の調整額△345百万円には、セグメント間取引消去26百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△371百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理
費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

１株当たり四半期純利益 42円27銭 34円26銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 322 261

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

322 261

普通株式の期中平均株式数(株) 7,623,617 7,627,805
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 第18期より業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株主資本に自己株式として

計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第１四半期連結累計期

間136,200株、当第１四半期連結累計期間131,700株であります。

 
 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

　

2020年８月11日

株式会社エーアンドエーマテリアル

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三　　浦　　　　　太 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唯　　根　　欣　　三 印

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エーア

ンドエーマテリアルの2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2020年４月１

日から2020年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エーアンドエーマテリアル及び連結子会社の2020年６月

30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

　

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

　

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上

 
 

(注)　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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